

コンテナ総重量算出規程（方法１）
（目的）
第1条 [bookmark: _Ref449602318]本規程は、輸出する貨物が収納されたコンテナの総重量の確定手順を徹底し、貨物の総重量の誤申告の防止を目的とする。
（管理責任者の任命）
第2条 コンテナの重量を計測する事業所においては重量確定における管理責任者を置くこととする。管理責任者はコンテナの重量の計測及び計量器の管理並びに検査又は校正について計画、実施、浸透、改善の責任を負うものとし、以下の役割を担う。
（1） 本規程が組織内に伝達され、理解されることを確実にする
（2） コンテナ総重量を確定するプロセスの確立、実施、維持及び改善
（3） 計量器の点検及び検査又は校正等の記録の管理
（4） コンテナ重量確定の記録の管理
（計測の方法）
第3条 実入りコンテナの総重量は計測に係る知識を有する者が以下の方法で計測する。
（1） シャーシに搭載された空コンテナの状態で計測した重量と、同一のシャーシに搭載された同一のコンテナの実入り状態で計測した重量の差分にコンテナの風袋重量を加算
（2） 上記で計測できない場合にあっては、実入り状態で計量した重量から、シャーシ（トラクターヘッド付で計量する場合には、シャーシ及びトラクターヘッド。以下同じ。）の自動車検査証に記された車両重量を減算
２．計測は静止状態で行う。
（計量器の管理）
第4条 輸出するコンテナの重量を計測する計量器は全て管理台帳にて管理する。
２．管理台帳には検査又は校正の有効期限を明記する。
３．計量器には管理番号を振り、識別して管理する。
（計量器の検査又は校正）
第5条 輸出するコンテナの重量を計測する計量器は予め定められた期間で検査又は校正しなければならない。
（計量器の点検）
第6条 始業開始前に計量器の点検を実施し、異常がないことを確認できた計量器のみ使用できることとする。
２．計量器の点検項目については事前に管理責任者の下で決定しておく。
３．点検の結果、異常が認められた計量器は使用禁止とする。	
（コンテナ総重量の確定方法）
第7条 コンテナの総重量はトラックスケールで計量して確定することとする。
2． トラクターヘッドを外し、シャーシとコンテナの状態で計量する。
3． コンテナの自重はコンテナドアサイド又は機器受け渡し証に記載された重量を使用する。
4． 空コンテナの重量から、貨物が収納されたコンテナ重量の差分に、コンテナ自重を加算してコンテナの総重量を確定する。
（重量確定業務（制度）に関する教育・訓練）
第8条 重量確定業務に際し、その業務に携わる者及びその担当者に以下の課程で教育・訓練を実施する。
（１）	国際海上輸出コンテナ総重量確定制度に関する社内講習（人事異動時）
（２）	重量確定業務の実地研修（6ヶ月毎）
第9条 重量確定業務に関する教育・訓練を実施した証明として、下記事項を記載した実施記録を作成し、社内の文書管理規則に基づき保管する。
（１）	記録文書の作成日
（２）	社内研修の実施日
（３）	受講した業務担当者の所属、氏名
（４）	講師の所属、氏名
（５）	教材、カリキュラムの内容
（６）	事後フォローアップ
（記録の管理）
第10条 コンテナ重量確定の記録、検査又は校正の記録、点検の記録及び各種重量の実績値は管理責任者の下で適正に管理されなければならない。
（搬入票への記載）
第11条 計測した者は、総重量以外の項目が記載された搬入票に計測の結果を記載し、搬入票に署名すること。
2． 他の者が搬入票を記載する場合にあっては、搬入票を作成する者に、計測の結果を確実に伝達すること。
（計測等を社外に依頼する場合）
第12条 管理責任者は、計測等を社外に依頼する場合には、特定計量器を使用し計測する者の中から依頼先を選定すること。
2． 搬入票の作成及びコンテナの搬入を海貨事業者等の社外の者に依頼する場合には、コンテナ総重量をコンテナヤード責任者に確実に伝達できる者の中から依頼先を選定すること。
（内部監査）
第13条 管理責任者は、この規程に基づきコンテナ総重量が確定されていることを毎年確認し、確認の結果を品質管理責任者に報告しなければならない。


コンテナ総重量算出規程（方法２）
（目的）
第1条 [bookmark: _Ref449602337]本規程は、輸出する貨物が収納されたコンテナの総重量の確定手順を徹底し、コンテナの総重量の誤申告の防止を目的とする。
（管理責任者の任命）
第2条 貨物の重量を計測する営業所においては重量確定における管理責任者を置くこととする。管理責任者は輸出貨物の重量の計測及び計量器の管理並びに検査又は校正について計画、実施、浸透、改善の責任を負うものとし、以下の役割を担う。
（1） 本規程が組織内に伝達され、理解されることを確実にする
（2） コンテナ総重量を確定するプロセスの確立、実施、維持及び改善
（3） 計量器の点検及び検査又は校正等の記録の管理
（4） 貨物、パレット及び固定材の重量の管理
（5） コンテナ重量確定の記録の管理
（計測の方法）
第3条 貨物品重量の計測は計測に係る知識を有する者が以下の方法で計測する。
（1） 管理された計量器において、静止状態で計測する。
（2） 貨物品等の重量を足し合わせる際には、当該コンテナに梱包される全ての貨物品等の重量を足し合わせることとし、計測する者は、足し合わせの漏れがないよう、船積み関連書類等により必要な確認を行う。
（計量器の管理）
第4条 輸出する貨物の重量を計測する計量器は全て管理台帳にて管理する。
2． 管理台帳には検査又は校正の有効期限を明記する。
3． 計量器には管理番号を振り識別して管理する。
（計量器の検査又は校正）
第5条 輸出する貨物の重量を計測する計量器は予め定められた期間で検査又は校正しなければならない。
（計量器の点検）
第6条 始業開始前に計量器の点検を実施し、異常がないことを確認できた計量器のみ使用できることとする。
2． 計量器の点検項目については事前に管理責任者の下で決定しておく。
3． 点検の結果、異常が認められた計量器は使用禁止とする。
（記載重量の適用）
第7条 書類又は貨物に記載された重量の内訳などが明確な場合はその記載重量を適用できることとする。但し記載重量に疑義がある場合は実際にその重量を計測しなければならない。記載重量の適用基準は以下に定める通りとする。
（1） 記載重量が、記載内容より梱包材を含む貨物の重量（Gross Weight）であることが確認できる場合の当該記載重量
（2） 記載重量が、正味重量（Net Weight / N.W.）及び、梱包材を含む貨物の重量（Gross Weight / G.W.）であり、各々の内訳が明確である場合の当該G.W.
（同一製品の検量方法等）
第8条 既に重量を計測している又は過去において計測した製品と同一製品であることが確認できる貨物に限って、その重量を適用することができる。重量の適用基準は以下に定める通りとする。
（1） 品名、型番又は外観より同一製品と判断できる。
（2） 内容量又は入数が同じであることが確認できる。
（3） 重量は管理責任者の下で適正に管理されている。
2． 出荷する貨物品等のうち、契約書、仕様書、設計書において正確な重量が明確にされている貨物品等の重量は、当該重量をコンテナ総重量の計算に用いる。
（梱包材等の重量の適用）
第9条 梱包材、固定材及びパレットの重量について過去の実績を適用する場合は、その重量が適正に管理されているものに限る。
（重量情報の確認）
第10条 計量を要しない貨物について、過去の重量情報と現在の重量情報との乖離がないことを下記の事項をもって確認し、担保する。
（１）	重量情報に疑義がある場合は貨物を実際に計測し、確認する。
（２）	特定計量器又は点検、調整された、器差が±５％の範囲内である計量器で測
定された重量であることを確認する。
（３）	6ヶ月毎の定期的な計測を行う。
（重量確定業務（制度）に関する教育・訓練）
第11条 重量確定業務に際し、その業務に携わる者及びその担当者に以下の課程で教育・訓練を実施する。
（１）	国際海上輸出コンテナ総重量確定制度に関する社内講習（人事異動時）
（２）	重量確定業務の実地研修（6ヶ月毎）
第12条 重量確定業務に関する教育・訓練を実施した証明として、下記事項を記載した実施記録を作成し、社内の文書管理規則に基づき保管する。
（１）	記録文書の作成日
（２）	社内研修の実施日
（３）	受講した業務担当者の所属、氏名
（４）	講師の所属、氏名
（５）	教材、カリキュラムの内容
（６）	事後フォローアップ
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（記録の管理）
第13条 コンテナ総重量確定の記録、検査又は校正の記録、点検の記録及び各種重量の実績値は管理責任者の下で適正に管理されなければならない。
（コンテナの自重）
第14条 コンテナの自重はコンテナドアサイド又は機器受け渡し証に記載された重量を使用しなければならない。
（搬入票への記載）
第14条 計算した者は、総重量以外の項目が記載された搬入票に計算の結果を記載し、搬入票に署名すること。
2． 他の者が搬入票を記載する場合にあっては、搬入票を作成する者に、計算したコンテナ総重量を確実に伝達すること。
（計測等を社外に依頼する場合）
第15条 管理責任者は、計測等を社外に依頼する場合には、特定計量器を使用し計測する者の中から依頼先を選定すること。
2． 搬入票の作成及びコンテナの搬入を海貨事業者等の社外の者に依頼する場合には、コンテナ総重量をコンテナヤード責任者に確実に伝達できる者の中から依頼先を選定すること。
（内部監査）
第16条 管理責任者は、この規程に基づきコンテナ総重量が確定されていることを少なくとも３年毎に確認し、確認の結果を品質管理責任者に報告しなければならない。
